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第六次環境基本計画の策定（令和６年５月閣議決定）

１－１．環境問題に関する国の主な動き

環境省ホームページより引用： https://www.env.go.jp/council/02policy/41124_00012.html

https://www.env.go.jp/council/02policy/41124_00012.html
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環境教育等促進法に基づく基本方針の見直し（令和６年５月に閣議決定）

環境省ホームページより引用： https://www.env.go.jp/policy/post_61.html

https://www.env.go.jp/policy/post_61.html
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１－２．環境学習に関連する滋賀県の主な動き （事例）
■びわ湖の日の取組

県では、平成30年度より、「びわ湖の日」（7月1日）から「山の日」（8月11日）までを琵琶湖と関わる

重点期間と位置づけ、環境保全活動のほか、暮らしや食、学びなどの様々な観点からそれぞれ自分

に合った「びわ活」を呼びかけています。

・協力団体、企業募集

「びわ湖の日」のぼりの掲出や、「びわ湖の日」関連のイベントの情報募集、「びわ湖の日」PR動画

の活用などにご協力いただける団体・企業を募集し、「びわ湖の日」の普及に取り組んでいます。

・企業、大学連携

滋賀県産食材を使用した「びわ湖の日」の記念商品の販売（株式会社ローソン、株式会社平和堂、

日本郵便株式会社）にご協力いただきました。

龍谷大学・立命館大学と協働し、びわ湖の多様な価値や課題を見つめなおす機会を提供すること

を目的に様々な切り口の話題をもとにした講座を開催しています。

・若い世代へのアプローチ

7月1日の「びわ湖の日」やその前後の期間に、びわ湖やその周辺の魅力を感じられる動画を制作

し、びわ湖の価値や大切さを発信するためのクリエイターズチーム（NEXT BIWAKO CREATORS）の結

成や、びわ湖に関連したワークショップの開催を20歳代以下の若者を対象に行っています。
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１－２．環境学習に関連する滋賀県の主な動き （事例）

■学校協働

・コミュニティ・スクールの推進

コミュニティ・スクールとは、学校運営協議会制度を導入した学校を指します。平成29年3月の「地

方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正により、学校運営協議会の設置が努力義務化さ

れました。滋賀県では令和５年度時点で50.8％の学校が導入しています。

県生涯学習課ホームページより引用：https://www.nionet.jp/lldivision/community_school/index.html

https://www.nionet.jp/lldivision/community_school/index.html
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１－２．環境学習に関連する滋賀県の主な動き （事例）
■休み方改革

・ラーケーションの導入検討

ラーケーションとはラーニング（学び）とバケーション（休暇）を組み合わせた造語で、家族が一緒に

休みやすい環境整備を目的とするもの。子どもが年数回の平日に学校を休んで校外で学習した際

に欠席扱いにしない制度として、すでに愛知県や大分県別府市が導入しており、滋賀県内では長浜

市が2024年２学期から導入することとしています。

「ラーケーションの日」とは、児童生徒が保護者等とともに、校外での体験や探究の学び・活動を行うことを目的とし
た休みを取得できる日です。

〇 校外での自主学習活動として位置付け、登校しなくても「欠席」にはなりません。

〇 年に3日まで取得することができます。 ※令和6年度は年に2日まで

〇 取得するには、事前に「ラーケーションカード」を学校に届け出る必要があります。

（参考）長浜市のラーケーションの日（令和６年９月～）

長浜市ホームページより引用：https://www.city.nagahama.lg.jp/0000014538.html

https://www.city.nagahama.lg.jp/0000014538.html
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１－２．環境学習に関連する滋賀県の主な動き （事例）

■国際協力

・ニカラグア版UMINOKO（2021～）

中米のニカラグアの首都マナグアに位置するマナグア湖は、琵琶湖のおよそ２倍の大きさの湖。

観光資源として開発が進められる一方で、不十分な排水処理による汚染水の流入によって水質

汚染が深刻化しており、地元の人たちも近づきたがらないほどのものでした。そんな状況を改善

させようと、JICAニカラグア事務所は滋賀県の琵琶湖の開発や保全・再生の経験に注目し、

「BIWAKOタスクフォース」を立ち上げ、マナグア湖の環境改善に取り組み始めました。その取組

の一環として、滋賀県教育委員会（フローティングスクール）の協力のもと、湖を就航しながら環

境について学ぶ滋賀県のうみのこ事業を参考に、「ニカラグア版UMINOKO」を開始しました。

JICAホームページより引用 https://www.jica.go.jp/information/topics/2021/20211116_01.html

https://www.jica.go.jp/information/topics/2021/20211116_01.html
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１－２．環境学習に関連する滋賀県の主な動き （事例）

■国際発信

・世界水フォーラムでの発信（2024）

令和６年５月18日～25日の８日間、インドネシア・バリにおい

て、第10回世界水フォーラムが開催されました。パネルディス

カッションの時間には三日月知事から7月1日の「びわ湖の日」

の取組や琵琶湖版のSDGs「マザーレイクゴールズ（MLGs※）」

などの紹介が行われました。

また、本県から参加した関係課職員により、現地展示会にお

いて、マザーレイクゴールズ（MLGs）の紹介や滋賀県の汚水処

理技術および汚泥有効利用についての紹介などを行いました。

第10回世界水
フォーラムの様子

※MLGs・・・「琵琶湖」を切り口とした2030年の持続可能社会へ向けた目標（ゴール）。

MLGsは、琵琶湖版のSDGsとして、2030年の環境と経済・社会活動をつなぐ健全な循

環の構築に向け、琵琶湖を切り口として独自に13のゴールを設定しています。



10

１．最近の国内・県内の主な動向まとめ

■学校支援、休み方改革、国際協力、県外発信・・

・多様な主体が協働し、生活の質を高めながら持続可能な社会を
つくっていくことが重要
（地域循環共生圏の創造とウェルビーイングの向上）

・多様な主体の協働を促すため、情報収集・情報発信が重要
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２．県政モニターアンケートの結果（R6.5月） ※一部抜粋（参考資料２参照）

◇属性等

対象者：県政モニター300 人

回答者：県政モニター275 人（回答率 91.7％）

男性 137人、女性 135人、無回答 ３人

・回答者の性別・年代に大きな偏りはなかった。
回答者の居住地域について、大津地域・湖南地域の回答数が多く、甲賀地域・湖東地域・湖北地
域・湖西地域の回答数が少ないが、県の総人口に対する各地域の人口の割合の大きさに比例し
ているため、地域ごとの回答数にも大きな偏りはないと言える。
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２．県政モニターアンケートの結果（R6.5月）
問３．あなたは、日頃、環境保全行動※を行っていますか。

・性別ごとにみると、女性が高く、男性が低い。

・年代ごとにみると、70歳代以上が最も高く、40歳代が最も低い。

項目 人数（人） 割合

積極的に行っている 55 20.0%

できるだけ行っている 176 64.0%

あまり行っていない 30 10.9%

全く行っていない 14 5.1%

合計 275 100.0%

→環境保全行動実施率 84.0％（R6)

実施率の
性別内訳
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２．県政モニターアンケートの結果（R6.5月）
問３．あなたは、日頃、環境保全行動※を行っていますか。

・地域ごとにみると、湖西地域が最も高く、湖東地域、湖北地域の割合が低い。

項目 人数（人） 割合

積極的に行っている 55 20.0%

できるだけ行っている 176 64.0%

あまり行っていない 30 10.9%

全く行っていない 14 5.1%

合計 275 100.0%

地域 実施率

大津地域 85.7%

湖南地域 87.1%

甲賀地域 85.7%

東近江地域 88.9%

湖東地域 67.9%

湖北地域 74.1%

湖西地域 100.0%→環境保全行動実施率 84.0％（R6)

実施率の
地域内訳
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２．県政モニターアンケートの結果（R6.5月）
問６．問３で（環境保全行動を）「３ あまり行っていない」または「４ 全く行っていない」と回答された方に

おたずねします。その理由は何ですか（複数回答可、n=44）。

・「どこでどんな環境保全活動が行われているかなどの情報がない」、「どうしていいかわからない」

→県等からの情報提供が重要。

項目 人数 割合

仕事や家事などで時間がない 14 31.8%

どこでどんな環境保全活動が行われているかなどの情
報がない

12 27.3%

どうしていいかわからない 10 22.7%

問８．問７で（環境学習に）「取り組んでいない」と回答された方におたずねします。その理由は何です

か。（複数回答可、n=55）

項目 人数 割合

どこでどんな環境学習が実施されているかなどの情報がない 25 45.5%

どうしていいかわからない 14 25.5%

仕事や家事などで時間がない 12 21.8%

上位３つ

上位３つ
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３．次期計画の基本的事項について

（１）作業方針

第四次計画を基礎に、現在までの状況変化を反映し追加・アップデートを行いながら、現状

の課題への対応方策について検討。 計画の見やすさ、わかりやすさを考慮し、まとめられる部

分については１つにまとめることで、章立てをシンプルにしていく。

（２）計画の位置づけ

県環境学習条例の定める計画であると同時に、 国の環境教育促進法に基づく「行動計画」へ

の位置づけは継続。

（３）新たな要素

・滋賀県内での環境学習に資する取組を県外・国外へ発信し、取組の広がりを目指すとともに、

外からの評価を得ることで、県民が自分たちの住む地域の環境やそれを守る取組に今より愛

着や誇りをもてるようになり、環境保全行動がより促進される、という要素を入れる。

・びわ湖の日、MLGs、コミュニティ・スクールなど、環境学習に関連する県の取組について記載

し、つながりを意識しながら読んでもらえる内容にする。

17
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４．環境学習等推進協議会等での意見からの課題の整理

・若い人たちだけでなく、滋賀県で活動されている様々な世代の活動が見える化できるように
なれば良い。また、こうした活動が促進できるような評価方法が検討できないか。

・若者が取り組んでいるというところをきちんと把握する必要がある。

◇前回の協議会での意見まとめ（R6.3月）

・社会を変えていく力のある若者たちをどうやって育てていくか。

・成功体験を様々な場面でつくる。

・若者の環境保全行動実施率が低いということではなく、若者たちが当たり前に取り組んでい
るところをもっと盛り上げていかなければならない。

・環境の分野に限定しないで、地域の課題をもとに、解決に向けて試行錯誤しながら学ぶこ
とが重要。

・学校の課題や地域の課題と環境問題をどう掛け合わせていくか。

・次期計画では、ESDの視点をもう少し前面に押し出していくべき。

社会を変える意識をもつ若者の育成

多様な世代（主体）の活動を評価し促進する仕組みづくり

環境・経済・社会を同時に向上させるための取組の推進

19



・市民活動をコーディネートする存在として中間支援組織があるが、県域の組織であるか市
町の組織であるかで役割が異なるところもある。それらをつなげるという視点も重要。

・社会教育や生涯学習、コーディネーター等の様々な人材がつながる仕組みづくりと誰が先
導していくかも含めて議論が必要。

・学校だけで活動を行うことが難しい状況にあり、学校への支援を考えていく必要がある。

・子どもたちや若者が、現在の担い手の方たちに対する憧れの創出、社会的評価というステー
タスを上げていく。価値を高めていく仕掛けや仕組みが必要。

・社会的なステータスや担い手になりたいという子どもたちが憧れるような環境学習のあり方も
考えていくことが必要。

・コーディネーターをどのような形でサポートできるのか。

・コーディネーターになるためにはどうすればよいのか。コーディネーターをどのようにしたら育
成できるか。

・環境先進県として、県外にも視野を広げていくというあり方も考えられる。

環境学習の担い手になりたいと思う人を増やすための仕掛けづくり

学校現場とコーディネーター等の多様な人材をつなぐ仕組みづくり（学校の支援）

県外への取組の発信

４．環境学習等推進協議会等での意見からの課題の整理
◇前回の協議会での意見まとめ（R6.3月）

20



◇県政モニターアンケートでの意見（R6.5月）

４．環境学習等推進協議会等での意見からの課題の整理

（抜粋）問９．多くの人に環境学習に参加してもらうために、県が優先して組むべきだと思うものは何ですか。
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環境学習の相談窓口（人材、ツールなどの紹介）の充実

気軽に環境学習に取り組めるツールや貸出キットの整備

環境学習を担う各主体の交流や連携のしくみづくり

環境学習を担うことのできるリーダーや指導者の育成

環境学習プログラムや教材の整備

環境について学べる施設（琵琶湖博物館など）の充実

環境学習に関する様々な情報（人材、活動内容、教材など）の収…

身近な活動事例やイベント情報などの発信による普及啓発

身近なところで環境学習に取り組める場や機会の充実

を重要だと考えている人が多い。身近なところで取り組める環境学習の場や機会の充実

21



◇マザーレイクゴールズ評価報告書（シン・びわ湖なう2023）での環境学習の評価

４．環境学習等推進協議会等での意見からの課題の整理

が重要（再掲）。

環境学習の場は十分に実施されて
いるとする一方で、指導者の育成
が進んでいないと評価。

環境学習の担い手になりたいと思う人を増やすための仕掛けづくり

◇個別のヒアリングでの若い世代の環境保全活動の印象

・ハードルが高い。

・すでにやっている人のレベルが高く、気軽に始められないイメージ。

22
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【現行計画】（第２章.２「環境学習をめぐる課題から求められるもの」）

（１）原体験として自然に触れ、普段から自然と関わる

（２）「地域学習」の中で、人と自然とのつながりに気づく

（３）課題同士のつながりに気づき、分野を越えて取り組む

（４）人材が育つ環境を整え、活動を支える

（５）世界を視野に、琵琶湖の経験を伝え、学びあう

世界、国、県外の環境学習をめぐる動きを踏まえて、これからの県の環境学

習に求められることを表している項目。前回の協議会でいただいた意見をここ

に組み込んでブラッシュアップし、次期計画で必要な取組を明確にする。

５．第五次滋賀県環境学習推進計画の方向性について
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５．第五次滋賀県環境学習推進計画の方向性について

【次期計画】

（１）原体験として自然に触れ、人と
自然のつながりに気づく

（２）課題同士のつながりに気づき、
分野・世代・地域を越えて取り組む

（３）人材が育つ環境を整え、活動
を促進する

（４）琵琶湖の価値や取組を県内外
へ発信し、学びあいながら発展させ
る

【現行計画】

（１）原体験として自然に触れ、
普段から自然と関わる

（２）「地域学習」の中で、人と自
然とのつながりに気づく

（３）課題同士のつながりに気づ
き、分野を越えて取り組む

（４）人材が育つ環境を整え、活
動を支える

（５）世界を視野に、琵琶湖の経
験を伝え、学びあう
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協議会での意見と次期計画の方向性の対応関係

協議会等での意見 次期計画の方向性

身近なところで取り組める環境学習の
場や機会の充実

県外への取組の発信

多様な世代（主体）の活動を評価し促
進する仕組みづくり

社会を変える意識をもつ若者の育成

学校現場とコーディネーター等の多様
な人材をつなぐ仕組みづくり（学校の
支援）

環境学習の担い手になりたいと思う人
を増やすための仕掛けづくり

環境・経済・社会を同時に向上させる
ための取組の推進

（１）原体験として自然に触れ、人と自然のつながり
に気づく

（２）課題同士のつながりに気づき、分野・世代・地域
を越えて取り組む

（４）琵琶湖の価値や取組を県内外へ発信し、学びあ
いながら発展させる

（３）人材が育つ環境を整え、活動を促進する

５．第五次滋賀県環境学習推進計画の方向性について
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第四次環境学習推進計画の改定の方向性について

本日ご議論いただきたい点

/・前回協議会でのご
意見の反映について

27

・県が重点的に取り
組むべきこと

・次期計画に新しく取
り入れる要素

・現行の計画の課題
について



１．最近の国内・県内の主な動向について p.２～p.10

２．令和６年５月の県政モニターアンケートの結果 p.11～p.15

３．次期計画の基本的な事項 p.16～p.17

４．前回の協議会等のご意見まとめ p.18～p.22

５．次期計画の方向性について p.23～p.27

６．参考 p.28～p.30

資料３－２

28

第四次環境学習推進計画の改定の
方向性について



29

【参考】県政モニターアンケートの回答者属性（R6.5月）

◇属性等 ※かっこ内は回答数

・回答者の性別ごとに各年代の割合をみると、男性は60歳代以上のシニア層の割合が

大きかった。
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【参考】県政モニターアンケートの回答者属性（R6.5月）

◇属性等 ※かっこ内は回答数

・地域ごとに回答者の性別を比べてみると、甲賀地域と湖西地域は特に女性が多く、湖東地域は

特に男性が多かった。
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【参考】県政モニターアンケートの回答者属性（R6.5月）

◇属性等

・地域ごとに年代の割合をみると、大津地域、湖南地域は10・20歳代の割合が他地域に比べて大

きい。反対に、東近江地域、湖北地域は60歳代以上の割合が他地域に比べて大きい。


